予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費　　　
	事業名　キャリア教育・就職指導総合支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　 教育委員会　学校支援課　総合支援係　電話番号：058-272-1111（内 3547）

　 E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　       28,083千円（前年度予算額：3,000 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	要求額
	28,083
	0
	0
	0
	0
	0
	93
	0
	27,990

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・世界的な景気後退の影響を受けて雇用情勢は急速に悪化し、近年の新規高等学校卒業者の求人倍率も1.37倍と、就職に係る高校生を取り巻く現状は依然として厳しい状況にある。
・厳しい雇用環境の中、就職希望者は増加傾向にある。
・高等学校の普通科においては、進路意識や目的意識が希薄な生徒が多い傾向や、他の学科に比べ厳しい就職状況にあることが見受けられる。
・キャリア教育、特に実践的職業教育に関しては、普通科高校は専門高校に比べノウハウの蓄積が少ないため、支援体制が弱い。
（２）事業内容

【キャリア教育アドバイザー配置事業】
・キャリア教育、就職指導における教職員へのノウハウの提供

・就職情報の収集及び生徒、保護者等への情報提供

・外部機関とのコーディネート

・面接指導、マナー指導、相談等、生徒への就職指導全般　　等
【外部リソース活用研究事業】
・職業科目の導入や地元企業と連携したデュアルシステムによる単位認定、大学や専修学校等の高等教育機関との連携など、教育課程における研究を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

・配置校の就職内定者数の増加、就職内定率の上昇を共に実現。
・県は、県立高校の設置者であり、県負担は妥当。

（４）類似事業の有無
・無
３　事業費の積算内訳
【キャリア教育アドバイザー配置事業】
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報酬
	18,432 
	@2,000×4h×12日×12月×16人

	共済費
	　3,243 
	健康保険、厚生年金、児童手当、労災保険、雇用保険

	旅費
	　3,840 
	@20,000×12月×16人

	消耗品費
	  1,920 
	@10,000×12月×16人

	合計
	 27,435 
	


【外部リソース活用研究事業】
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	    228
	講師謝金

	旅費
	    100
	先進校視察旅費、推進協議会旅費

	消耗品費
	     20
	書籍、電子部品、用紙等

	貸借料
	    300
	バス借り上げ料

	合計
	    648
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・第２次岐阜県教育ビジョン
基本目標１　確かな学力の育成と多様なニーズに対応した教育の推進
（５）キャリア教育の充実
取り組むべき主な施策

　①児童生徒の発達の段階に応じたキャリア教育の推進
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
キャリア教育アドバイザー配置事業では、キャリア教育アドバイザーから、キャリア教育、就職指導のノウハウを学ぶ中で、学校の支援体制を構築させていくとともに、教員の指導力を向上させます。

また、外部リソース活用研究事業では、研究成果を県立高等学校に普及するとともに、今後の県立高等学校の進むべき方向性と可能性を示し、岐阜県の高等学校教育の質の向上に繋げていきます。

これらの事業を行うことで生徒には、望ましい勤労観・職業観などキャリアを形成させるとともに、希望職種へ就職ができ早期離職が解消されるなど、雇用のミスマッチの解消に繋がるようにしていきます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県立高等学校就職希望者の就職内定率
	　97.2%
(H24.3)
	(H.)
	(H.)
	 97.5%
(H25.3)
	　100%
(H28.3)
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　○マーケティング講座(36名)、社会人体験(27名)、デイサービスセンター訪問(27名)、朝日大学での簿記講座(11名)、講演会「凡事徹底」(320名)、卒業生と語る会、就職者内定支援セミナー


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　○社会人としての生活を送るための基礎的な知識・技能に関する学習機会の充実、教育課程の運用に関する研究の実施
○積極的な進路意識改革、人間関係形成能力や社会形成能力の向上

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	「若者雇用戦略」(H24.6　第8回雇用戦略対話合意)において、若者雇用を取り巻く環境が厳しいことに鑑みて、各学校において初年次から教育活動の全体を通じて体系的・系統的なキャリア教育を実施するよう取組を進めるとともに、実施に当たっては外部人材の活用を促進するとされた。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	キャリア教育アドバイザー配置校の就職内定率は、ほぼすべてで上昇。また、アドバイザーによる企業訪問により、学校に対する企業の評価が高まり、採用が増えたケースもある。
外部リソース活用では、外部講師から刺激を受けキャリアプランを再構築し、より専門分野を学ぶ積極的な進路変更などが増加。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	アドバイザーは、教員へのノウハウの提供に留まらず、生徒に対応しやすい放課後を中心に、学校の特色や生徒の思いを理解した上で指導。外部リソースの活用では、地元企業との連携により、企業の学校に対する評価、生徒の地元企業に対する評価が変化。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
キャリア教育、特に実践的職業教育に関しては、普通科高等学校は専門高等学校に比べノウハウの蓄積が少ないため、支援体制が弱い。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
全ての県立高等学校において、キャリア教育、職業指導に関する支援体制が構築され、生徒が望ましい勤労観・職業観を形成・確立できるよう継続して支援する。


